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Ⅰ．業務概要

１．

２．

市営東喜連第４住宅８号館平面駐車化改修その他工事

Ｂ

Ｃ

Ｂ

Ｂ

： 改修 （平面駐車化他）

： 既設機械式駐車場を平面駐車場に改修

・ 機械式駐車場撤去

・ アスファルト舗装、区画線引き等

・ 車止め設置、街きょ・排水会所等新設

・ その他周辺整備等

非常駐監理 ２級建築士 １名

人・時間

３． 住宅管理

センターとする。

平野本業務委託に関する提出書類の提出先は

業務計画書の作成を行うこと。

管理技術者等の最低従事業務人・時間数 35

本監理業務に必要となる最低の業務人・時間数は一般業務及び

追加業務を合わせて以下のとおりとする。次の人・時間数をもとに

そ の 他

業 務 委 託 名 称

対 象 工 事 の 概 要

（ ４ ）

（ １ ） 工 事 名 称

（ ２ ）

業務委託形態

工 事 場 所

（ ３ ） 工 事 概 要

大阪市平野区喜連東３－５

工事監理業務委託 特記仕様書

市営東喜連第４住宅８号館平面駐車化改修その他工事監理委託

0

0

種 別

改 修 内 容

大阪市住吉区苅田9-17

大阪市大正区鶴町4-11



Ⅱ．業務仕様

建築士の資格を有し、且つ設計図書の設計内容を的確に掌握するとともに、対象となる工事を

３．用語の定義

また、「調整率」とは当該業務内容（工区数、棟数、解体撤去工事等）の難易度による率をいう。

４．工事監理業務の内容

（１）一般業務の内容

ａ．工事監理に関する業務

１）設計内容を把握し、監督職員に正確に伝えるための業務

①請負者との打合せ

②図面等の作成

２）施工図等を設計図書に照らして検討する業務

①施工図の検討

施工図の検討をより効果的に行うため、施工図作成の基礎となる総合図について

②模型、材料及び仕上げ見本の検討

③建築設備機械器具の検討

④製品等の工場検査に伴う出張調査

共通仕様書「第２章　工事監理業務の内容」に規定した項目、及び別紙の「建築工事施工に

特記仕様書に記載されていない事項は、「工事監理業務委託共通仕様書（大阪市都市整備局）」

（以下「共通仕様書」という。）による。

１．工事監理業務委託特記仕様書の適用

特記仕様書に記載する事項のなかで、○印の付いたものについては、●印の付いたものを適

用する。ただし、●印のない場合は、※印を適用する。

２．管理技術者の選任

業務の実施にあたって、建築士法（昭和２５年法律第２０２号）による１級建築士又は２級

監理するに十分な知識及び技能を有する者を適正に配置する。

業務委託形態における「勤務率」とは、本業務委託期間中に対する管理技術者の工事監理

業務に専念する日数の割合の下限を示す。

図面等の作成とは、設計変更図面及び設計図書の内容を請負者等に技術的観点

から補足し、伝達するための詳細図等の作成とする。

検討にあたっては、設計図書との食い違いの有無、納まりの確認、建築工事と

設備工事との整合の確認等について、十分留意する。

作成した場合には、総合図の検討を行うこととする。

関する主な業務」による業務のほか、以下の項目とし、各項に定めた確認及び検討の詳細な方法に

ついては、監督職員の指示によるものとする。また、業務内容に疑義が生じた場合は、速やかに

監督職員と協議するものとする。

設計図書について請負者等より疑義があった場合、請負者等と十分に調整の上、

監督職員と協議する。



３）工事の確認及び報告

①工事が設計図書の内容に合致するかどうかの確認

確認については、試験、目視、計測の各行為を現場立会い又は請負者等が行った

試験、目視、計測の結果を記した書面の確認のいずれかの方法で行うこととする。

②対比写真の作成　　

工事施工前後の写真を、所定の書式に従って作成し、Ｅｘｃｅｌデータで提出する。

４）設計変更に関する業務

工事内容に変更があった場合は、次の業務を行うこと。

・

・

・

・

※電子データはＣＤ－Ｒ等の記録媒体にて１部提出すること。

③設計変更に必要な資料及び見積りを徴収し、監督職員に提出すること。

５）工事監理業務完了の手続き

業務報告書等の提出

ｂ．工事の契約及び指導監督に関する業務

①施工体制を確認する業務

②実施工程表を検討する業務

③施工計画書を確認する業務

④品質計画を検討する業務

⑤現場代理人の本人確認をする業務

（２）その他の業務の内容

その他の業務の内容については、以下に示す項目とする。

ａ．関連工事の調整に関する業務

ｂ．施工計画等の特別の検討・助言に関する業務

場合、必要に応じて請負者等の協力を受けて調整を行うべき事項を検討し、その結果を監督

①監督職員が指定する書式をもって、変更内容を監督職員に報告し、報告に対する協議

指示内容を請負者に伝える。

②変更内容に関する設計書及び数量明細を作成し、それぞれ次の形式で提出する。

変更図面（印刷物）：A３サイズで１部

変更図面（CADデータ）：JWW※

数量明細（印刷物）：A4サイズ

数量明細（データ）：Eｘｃｅｌデータ※

ただし、発注時の設計図（ＪＷＷ形式）及び数量明細（印刷物）は貸与する。

工事が複数の請負者等に分割されて行われ、それらの工事が他の工事と密接に関連する

職員に報告する。

現場並びに製作工場等における特殊な作業方法及び工事用機械器具について、その

妥当性を技術的観点から検討し、請負者等に対して助言すべき事項を監督職員に報告する。



ｃ．完成図書の確認

ｄ．施工体制等の確認及び現場安全衛生巡視

ｅ．工事月報の作成

ｆ．入居者等の対応

ｇ.監督職員が指示する事項

５．業務の実施

（１）適用基準等

・公共住宅建設工事 共通仕様書（国土交通省）

・公共住宅建設工事 共通仕様書解説書（総則編･調査編・建築編）（国土交通省）

・公共建築工事 標準仕様書（建築工事編）（国土交通省）

・公共建築改修工事 標準仕様書（建築工事編）（国土交通省）

・建築工事 監理指針（国土交通省）

・建築改修工事 監理指針（国土交通省）

・工事監督要領（大阪市都市整備局）

・工事請負契約等に関する提出書類一覧表（大阪市都市整備局）

・工事監理業務委託契約に関わる通知書の書式（大阪市都市整備局）

・市設建築物設計指針（環境編）（大阪市都市整備局）

・大阪市ひとにやさしいまちづくり設計指針（建築物編）（大阪市）

・大阪市請負工事 施工体制確認マニュアル

・建設リサイクル実施要領（大阪市都市整備局）

・大阪府生活環境の保全等に関する条例（大阪府）

・工事請負契約及び工事監理業務委託に関する提出書類（建築・建築設備関連）

（大阪市都市整備局）

※ただし、上記の提出書類の提出先（宛名）等は、当該契約の発注者に読み替える。

（２）打合せ及び記録

ａ．共通仕様書による他、次の時期に行う。

２）その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

以下の基準による。また、設計図書に適用年度が記されていない場合は、最新版を適用する。

前項の確認の結果、適切でないと認められる場合には、請負者に対して修正を求める。

その結果を監督職員に報告する。

工事の対象住宅における入居者、自治会役員、及び工事が影響する近隣施設の関係者

から、工事に関する事項の説明を求められた場合は請負者と連携して対応し、監督職員へ

報告すること。

設計図書の定めにより請負者等が提出する完成図書（給排水管埋設図）について、

その内容が適切であるか否かを確認し、結果を監督職員に報告する。

１）適切な工事監理業務を実施するために、監督職員又は管理技術者が必要と認めたとき。

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

ｂ．受注者は工事監理業務委託が適切に行われるよう、請負者等と定期的かつ密接に連絡をとり

施工状況について把握しなければならない。



（３）業務計画書

業務計画書の要否

※　　　要

業務計画書を必要とする場合の記載事項については、「工事請負契約及び工事監理

業務委託に関する提出書類（建築・建築設備関連）」により作成すること。

（４）関係官庁への手続き等

（５）検査

業務委託に関する提出書類（建築・建築設備関連）」により作成すること。

築主事等関係官署の検査）に必要な書類の原案を作成し、監督職員に提出し、また検査に立

会う。

監理完了届、監理業務報告書その他の書類については、「工事請負契約及び工事監理

関係官庁への手続き等については、建築基準法等の法令に基づく関係官庁等の検査（建



　 凡例

　

指示 承諾 協議 検査 立会 確認 作成 受理

1 　 Ａ Ｂ 　  Ｂ 　 　 協議→確認→報告

2 Ａ ・ Ｂ 　 Ａ ・ Ｂ Ｂ 立会→確認→報告

3 Ａ Ｂ 　 Ｂ 　 　 確認→報告→承諾

4 Ａ 　 Ｂ Ｂ 立会→検査→報告

5 　 　 Ｂ 　 　 確認→報告

6 Ａ 　 Ｂ Ｂ 立会→検査→報告

7 　 Ａ 　 Ｂ 　 　 確認→報告

8 Ａ Ｂ 確認→報告

9 Ａ Ｂ Ｂ 立会→検査→報告

10 Ａ Ｂ Ｂ 立会→検査→報告

11 　 Ａ 　 Ｂ Ｂ 　 　 立会→検査→報告

12 Ａ 　 　 Ａ ・ Ｂ 立会→検査官の検査→指示

13 Ａ Ｂ Ｂ 立会→検査→報告

14 Ａ 　 　 Ｂ 　 Ａ 確認→報告

15 Ａ 　 　 Ｂ Ｂ 立会→確認→報告

16 Ａ Ｂ Ｂ Ａ 確認→作成→報告 A3サイ ズ+CD

17 Ａ Ｂ Ｂ Ａ 確認→作成→報告 A4サイ ズ+CD

　 　 　

Ａ ： 監督職員が処理する

屋外改修（ 平面駐車化改修工事等）

分担

　 その他

　 手直し 確認

　 工事提出書類確認・ 整理

　 変更数量確認報告

　 設計変更図作成

　 設計変更明細作成

　

　 建築改修工事監理指針によ る 。

　 （ 国土交通省大臣官房官庁営繕部監修）

業務処理順序 備考

Ｂ ： 管理技術者（ 旧委託監督員） が処理する

屋外改修（ 平面駐車化改修その他工事等） の工事監理に関する 主な業務

　 竣工検査

　 工事施工に関する 打合せ

　 自治会挨拶・ 地元説明会

　 施工計画書確認

　 撤去範囲確認

　 撤去後の確認

　 各種改修範囲確認

　 各種改修後の確認

　 舗装レ ベルの確認

　 アス フ ァ ルト 舗装状態の検査

　 区画線・ 文字の検査

　 下検査立会



1 　業務委託契約書第15条第1項に規定する「主たる部分」とは次の各号に掲げるものをいい 

受注者はこれを再委託することはできない。

（1）委託業務における総合的企画、業務遂行管理、業務の手法の決定及び技術的判断等

2 　受注者は、コピー、ワープロ、印刷、製本、トレース及び資料整理などの簡易な業務の

再委託にあたっては、発注者の承諾を必要としない（ただし、個人情報を含むものを除く）。

3 　受注者は、第1項及び第2項に規定する業務以外の再委託にあたっては、事前に書面により

発注者の承諾を得なければならない。

4 　受注者は業務を再委託する場合、書面により再委託の相手方との契約関係を明確にすると

ともに、再委託の相手方に対して適切な指導及び管理の下に業務を実施しなければならない。

　なお、再委託の相手方は、大阪市住宅供給公社競争入札参加停止措置要綱に基づく停止

措置中の者、又は大阪市住宅供給公社契約関係暴力団排除措置要綱に基づく入札等除外措置を

受けている者であってはならない。

一括再委託等の禁止に関する特記仕様書



１　暴力団等の排除について

(1)　受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下

　同じ。）は、大阪市暴力団排除条例（平成23年大阪市条例第10号。以下「条例」

　という。）第2条第2号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は同条

　第3号に規定する暴力団密接関係者（以下「暴力団密接関係者」という。）に該当

　すると認められる者と下請契約、資材・原材料の購入契約又はその他の契約をして

　はならない。

(2)　受注者は、条例第7条各号に規定する下請負人等（以下「下請負人等」という。）

　に、暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者と下請契約、資材・

　原材料の購入契約又はその他の契約をさせてはならない。

　　また、受注者は、下請負人等が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認

　められる者と下請契約、資材・原材料の購入契約又はその他の契約をした場合は当

該契約を解除させなければならない。 

(3)　受注者は、この契約の履行にあたり暴力団員又は暴力団密接関係者に該当する

　と認められる者から条例第9条に規定する不当介入（以下「不当介入」という。）

　を受けたときは、速やかに、この契約に係る公社監督職員若しくは検査職員又は当

　該事務事業を所管する担当課長（以下「監督職員等」という。）へ報告するととも

　に、警察への届出を行わなければならない。

　　また受注者は、下請負人等が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認めら

　れる者から不当介入を受けたときは、当該下請負人等に対し、速やかに監督職員等

　へ報告するとともに警察への届出を行うよう、指導しなければならない。

(4)　受注者及び下請負人等が、正当な理由なく公社に対し前号に規定する報告をし

　なかったと認めるときは、大阪市住宅供給公社競争入札参加停止措置要綱による停

　止措置を行うことがある。

(5)　受注者は第3号に定める報告及び届出により、公社及び大阪市が行う調査並び

　に警察が行う捜査に協力しなければならない。

(6)　発注者及び受注者は、暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる

　者からの不当介入により契約の適正な履行が阻害されるおそれがあるときは、双方

　協議の上、履行日程の調整、履行期間の延長、履行内容の変更その他必要と認めら

　れる措置を講じることとする。

２　誓約書の提出について

　　受注者及び下請負人等は、暴力団員又は暴力団密接関係者でないことをそれぞれ

　が表明した誓約書を提出しなければならない。ただし、発注者が必要でないと判

　断した場合はこの限りでない。

暴力団等の排除に関する特記仕様書



（条例の遵守）

第1条 　受注者及び受注者の役職員は、本契約業務（以下「当該業務」という。）の履行に際しては、「職員等の

     公正な職務の執行の確保に関する条例」（平成18年大阪市条例第16号）（以下「コンプライアンス条例」とい

     う。）第5条に規定する責務を果たさなければならない。

（公益通報等の報告）

第2条 　受注者は、当該業務について、コンプライアンス条例第2条第1項に規定する公益通報を受けたときは、速

　   やかに、公益通報の内容を発注者（公社総務部総務課）へ報告しなければならない。

2　 受注者は、公益通報をした者又は公益通報に係る通報対象事実に係る調査に協力した者から、コンプライアン

　　 ス条例第12条第1項に規定する申出を受けたときは、直ちに、当該申出の内容を発注者（公社総務部総務課）へ

　　 報告しなければならない。

（調査の協力）

第3条　　受注者及び受注者の役職員は、発注者の内部統制連絡会議がコンプライアンス条例に基づき行う調査に

      協力しなければならない。

（公益通報に係る情報の取扱い）

第4条　 受注者の役職員又は受注者の役職員であった者は、正当な理由なく公益通報に係る事務の処理に関して

      知り得た秘密を漏らしてはならない。

（個人情報等の保護に関する受注者の責務）

第5条　 受注者は、この契約の履行にあたって個人情報及び業務に係るすべてのデータ（以下「個人情報等」とい

　　  う。）を取り扱う場合は、市民の個人情報保護の重要性に鑑み大阪市住宅供給公社個人情報保護基本規程

　　  の趣旨を踏まえ、この契約書の各条項を遵守し、その漏えい、滅失、き損等の防止その他個人情報等の

　　  保護に必要な体制の整備及び措置を講じなければならない。

2　  受注者は、自己の業務従事者その他関係人について、前項の義務を遵守させるために必要な措置を講じなけ

      ればならない。

3　  万一個人情報等の漏えい、滅失、き損等の事故が発生した場合は、受注者は直ちに発注者へ報告し発注者の

      指示に従うものとする。

（個人情報等の管理義務）

第6条　 受注者は、発注者から提供された資料等、貸与品等及び契約目的物の作成のために受注者の保有する

      記録媒体（磁気ディスク、磁気テープ、パンチカード、紙等の媒体。以下「記録媒体等」という。）上に保有する

      すべての個人情報等の授受・搬送・保管・廃棄等について、管理責任者を定めるとともに、台帳等を設け管理

      状況を記録するなど適正に管理しなければならない。

2　  受注者は、前項の記録媒体等を、施錠できる保管庫又は施錠及び入退室管理の可能な保管室に格納する等

      適正に管理しなければならない。

3　  受注者は、第1項の記録媒体等について、発注者の指示に従い廃棄・消去又は返却等を完了した際には、そ

      の旨を文書により発注者に報告するなど、適切な対応をとらなければならない。

特　記　仕　様　書



4　  受注者は、当該契約（協定）が終了した時、又は発注者が求めた場合は、発注者へ記録媒体等を返還しなけ

      ればならない。

5　  受注者は、定期的に発注者からの要求に応じて、第1項の管理記録を発注者に提出しなければならない。

6　  第1項に規定する個人情報等の管理が適切でないと認められる場合、発注者は受注者に対し、改善を求めると

     ともに、発注者が受注者の個人情報等の管理状況を適切であると認めるまで委託作業を中止させることができる。

（目的外使用の禁止）

第7条　 受注者は、記録媒体等及び記録媒体等上の個人情報等を他の用途に使用し、又は第三者に提供しては

      ならない。

（再委託・外部持出しの禁止）

第8条 　受注者は、個人情報等を取り扱う業務を再委託してはならない。ただし、発注者より文書による同意を得た

      場合はこの限りでない。

2     受注者は、発注者が指定する場合以外は、記録媒体等及び記録媒体等上の個人情報等の外部への持出しを

      禁止する。

（複写複製の禁止）

第9条 　受注者は、記録媒体等及び記録媒体等上の個人情報等を複写又は複製してはならない。ただし、発注者

       より文書による同意を得た場合はこの限りでない。

2　   前項ただし書に基づき作成された複写複製物の管理については、第6条を準用する。

（個人情報等の保護状況の検査の実施）

第10条 　発注者は、必要があると認めるときは、受注者の個人情報等の保護状況について立入検査を実施すること

　　   ができる。

2　   受注者は、発注者の立入検査の実施に協力しなければならない。

3　   第1項の立入検査の結果、受注者の個人情報等の保護状況が適切でないと認められる場合、発注者は受注者

　    に対し、その改善を求めるとともに、受注者が個人情報等を適切に保護していると認められるまで、作業を中止

      させることができる。

（事実の公表）

       処置を講ずるべき旨を勧告することができる。

2     発注者は、受注者が前項に規定する勧告に従わないときは、事実の公表を行うことができる。

（契約の解除及び損害の賠償）

第12条 　発注者は、次のいずれかに該当するときは、この契約の解除及び損害賠償の請求をすることができる。

　　　　よる漏えい、滅失、き損等があったとき

　（3）  前各号に掲げる場合のほか、この特記仕様書に違反し、この契約による事務の目的を達成することができないと

　　　　認められるとき

第11条  発注者は、受注者が第5条から第9条の規定に違反していると認めるときは、その行為の是正その他必要な

　（1）　発注者は、受注者が、コンプライアンス条例及び大阪市住宅供給公社個人情報保護基本規程に基づく調査

　　　 又は勧告に正当な理由なく協力せず、又は従わないとき

　（2）　この契約による事務を処理するために受注者が取り扱う個人情報について、受注者の責に帰すべき理由に



消費税及び地方

消 費 税 相 当 額 円

委 託 名 称 市営東喜連第４住宅８号館平面駐車化改修その他工事監理委託

委 託 費 総 額 円

委 託 価 格 円


